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基盤的防衛力構想の原型
─ 平時における防衛力引き下げの模索 ─

真田　尚剛
SANADA  Naotaka

1.　はじめに

戦後防衛政策において最も注目されてきたテーマは、1976年 10月に決定した防衛
大綱（以下、51大綱）であり、その際に採用された基盤的防衛力構想であろう。51大
綱では、「核相互抑止を含む軍事均衡や各般の国際関係安定化の努力により、東西間の
全面的軍事衝突又はこれを引き起こすおそれのある大規模な武力紛争が生起する可能
性は少ない」との情勢認識の下、想定される事態への対処として「間接侵略事態又は
侵略につながるおそれのある軍事力をもってする不法行為が発生した場合には〔中略〕
早期に事態を収拾」し、「直接侵略事態が発生した場合には、〔中略〕極力早期にこれ
を排除することとする。この場合において、限定的かつ小規模な侵略については、原
則として独力で排除する」とした。そして、平時から保有すべき防衛力を「限定的か
つ小規模な侵略までの事態に有効に対処し得るもの」「情勢に重要な変化が生じ、新た
な防衛力の態勢が必要とされるに至ったときには、円滑にこれに移行し得るよう配意
された基盤的なもの」等とし、情勢変化等により新たな防衛力の態勢へと移行（エキ
スパンド）する場合は政治判断によって決定するとされていた （1）。これらの特徴とし
ては、第 1に情勢認識、第 2に対処事態、第 3に平時に保有すべき防衛力の引き下げ、
第 4にエキスパンド論とその際の政治判断が挙げられる （2）。

51大綱以前の防衛力整備では、数度にわたる計画を実施するも、防衛庁・自衛隊が
期待する防衛力の水準、言い換えれば「理想」に達しない状況が続いてきた。1970年
代前半、戦後初のマイナス成長を記録するなど経済成長が鈍化した上、防衛力の限界
を求める声が国内外で高まったため、水準達成はさらに遠ざかることが予想された。
また、防衛庁や自衛隊の内部では計画通りに進まない防衛力整備に対して不満が蓄積
していた （3）。そこで、51大綱では防衛力整備の目標自体を下げることにより、その水
準を達成する可能性を高め、財政状況と国内外や自衛隊内部の声に配慮しようとした。
言い換えると、「理想」とする目標を現実的観点から引き下げ、そのギャップを解消し
ようとしたわけであり、その手段として基盤的防衛力構想が生み出されたともいえ、
同構想が結果説明だと指摘される理由でもある （4）。すなわち、第 1に「理想」に達し
ないという問題意識、第 2に目標自体を下げるという解決策である。

51大綱や基盤的防衛力構想に関しては、これまで多くの研究が蓄積されてきた。そ
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の策定過程に関する通説では、1971年 2月頃から防衛力整備計画の再考を求める論文
を防衛庁内で数回にわたり配布した久保卓也防衛局長が、1972年 10月の田中角栄首
相による「防衛力の限界」設定の指示によって始まった庁内での見直し論議をリード
し、その結果提示された 1973年 2月の「平和時の防衛力」と 1975年の「防衛を考え
る会」報告書、彼の持論が基盤的防衛力構想として政策化したとされている （5）。「平和
時の防衛力」や「防衛を考える会」報告書、基盤的防衛力構想の特徴には久保が庁内
外で発表した論文等と多くの類似点があるため、基盤的防衛力の考え方については久
保によって打ち出されたと理解され、彼の言説に焦点を当てた研究が進められてきた
わけである。
だが、近年、通説とは異なる証言が関係者から出始めた。51大綱決定時、防衛局防
衛課（以下、防衛課）という防衛政策の中枢部署で先任部員（課長補佐相当）として
勤務していた宝珠山昇は、次のように述懐する。基盤的防衛力構想の原型は、1972年
度から始まる第 4次防衛力整備計画（以下、4次防）の策定作業において提唱された
「準即応体制」構想や同時期の西廣整輝（当時、防衛課先任部員）による講演にて打ち
出されており、それを 51大綱策定時の防衛庁長官である坂田道太と防衛事務次官の久
保が基盤的防衛力として使用し、定着させた （6）。
このような証言は、防衛政策史研究において最大の関心事である 51大綱や基盤的防
衛力構想に関する通説を揺さぶるものであろう。また、51大綱決定時に西廣が防衛課
長、宝珠山が防衛課先任部員であった点、さらに西廣が同大綱のまとめ役であり本文
を作成した点を踏まえると、興味深いといえる （7）。しかしながら、この宝珠山の証言
に関しては、51大綱との関連性についての研究のみならず、管見の限り、それ自体に
焦点を当てた研究さえもほぼ皆無であり、分析は手付かずである （8）。
そのため、本稿では、4次防策定時期に防衛庁内で提起された見直し論と基盤的防

衛力構想との共通性に関し、近年公開された文書等を用いて、解明する。その際には、
宝珠山が基盤的防衛力構想の原型が示されているとする以下の 2つに焦点を当て、論
じる。まず、4次防策定作業において議論された「準即応体制」構想について検証す
る。これは、4次防における陸上自衛隊の常時維持すべき体制を検討した際に提起さ
れた構想である。次に、51大綱策定の際に防衛課長としてまとめ役となる西廣が 1971

年 1月に講演した内容を取り上げる。西廣は、これらの講演にて防衛力整備計画が抱
えている問題点を指摘し、新しい防衛構想の在り方を説いた。以上の 2つを検証する
ことにより、先に挙げた特徴、すなわち第 1に情勢認識、第 2に対処事態、第 3に平
時に保有すべき防衛力の引き下げ、第 4にエキスパンド論とその際の政治判断、問題
意識とその解決方法、「防衛を考える会」報告書の考え方が、すでに 4次防策定時期に
庁内で存在していたことを明らかにする。そして、それは、1971年 2月の久保による
個人論文配布とほぼ同時期、あるいは先行するかたちで、のちの 51大綱策定時に実務
レベルの中心軸となる西廣らによって基盤的防衛力構想に類似する考え方が打ち出さ
れていたことを意味する。
尚、本稿は、防衛政策研究における最大のテーマである 51大綱に関する研究の空白

を埋めることを目的としており、その点を最初に断わっておく。
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2.　「準即応体制」構想の提起

4次防策定作業中の 1969年春頃、陸上自衛隊担当である防衛課部員の宝珠山は、整
備構想に関して、先任部員である西廣と次の点で合意した。陸上幕僚監部（以下、陸
幕）の所要防衛力 24万人を目標とすることは困難であり、不足分の 6万人は、有事の
際に急増して対応する米国等の例を参考として、急速造成する基盤を平時から整備、
保有しておくことという方向性で調整する （9）。
当時、国会では陸上自衛隊の大幅増員に関する防衛二法改正案が審議されており、

改正案が成立した場合、陸上自衛隊は 18万人体制に大きく近づく予定であった （10）。
その結果、陸幕が求める所要防衛力の 24万人との差は 6万人となるわけだが、1953

年 10月の池田＝ロバートソン会談で浮上した 18万人体制が 15年以上を経て実現した
こと、18万人体制達成が陸上自衛隊の最終目標として広く認識されていたことを踏ま
えると、さらに 6万人を増員することは極めて難しいと予想される （11）。換言すると、
期待する所要防衛力の水準を達成する可能性は低い一方、陸幕としてはその水準を目
標としており、そこにはギャップが生じていた。そのため、西廣と宝珠山は、18万人
以上に増勢出来ないという現実的発想と陸幕が掲げる 24万人体制という理想的発想を
ブリッジするための方法として、予備自衛官の 6万人創設という方針を立てたのであ
る。この結果、陸上自衛隊は、18万人の常備自衛官を確保するとともに、6万人の予
備自衛官を予め保有しておくことにより、有事の際に拡大（エキスパンド）する基盤
を常に維持し、侵略事態においては陸幕が求めていた 24万人によって対処することが
可能となる。目標を達成出来ないという問題意識、現実に理想を近づけるようとする
手法は、基盤的防衛力構想と同様であった。エキスパンドする基盤を常時保有すると
いう考え方は、その後、関係者らの間で検討されていく。
宝珠山は、上記の趣旨で陸幕第 3部のメンバーの協力を得ながら作業を行ない、そ

の結果を 10月 22日の「4次防審議資料（陸自関係）No.01」としてまとめた （12）。同資
料は、「必要な要員は、あらゆる施策を講じて絶対確保しなければならないことは当然
であるが、それにもかかわらず、陸上自衛隊が常時維持すべき効率的な体制、特に人
的戦力の面におけるより効率的な防衛力の建設と維持の体制を、これまでの全体の有
事即応態勢を保持する必要性の有無も含めて検討し、常時保有する最小限必要な要因
の質と量を明確にする必要がある」との認識から作成された。すなわち、従来の全陸
上自衛隊の有事即応態勢の必要性に疑問を投げかけたわけである。以下では、のちの
51大綱にて政策化する基盤的防衛力構想との類似点に焦点を当て、同資料を分析する。
まず、「常時維持すべき体制」の選択肢として、（1）完全即応体制（有事編成）、（2）
非即応体制（平時編成）、（3）準即応体制（折衷案）の 3タイプが考えられるとし、各
体制の特徴について次のように説明した。完全即応体制は、所要防衛力「に見合う部
隊を所要の自衛官定員をもつて編成し、高充足を保持し、名実ともに有事即応とする
体制」であり、「これまでの陸自の編成上、理念上の体制であり最も危険が少なく防衛
上は望ましいものであるが、情勢によつては、非効率的なものである」。非即応体制は、
「所要防衛力に見合う部隊を編制するが、平時は基幹要員（作戦準備期間の設定の仕方
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によつてその量は変化する）のみを自衛官定員によつて充足し、一定の作戦準備期間
に緊急募集及び予備自衛官の編入（所要の教育訓練を含む）、緊急取得等によつて完全
即応態勢を完成する体制」であり、「近代戦の性格からして、防衛力としての役割りを
果たし得ない危険が極めて大きいものであるが、平時の財政的負担は軽くすむもので
ある」。準即応体制は、「所要防衛力に見合う部隊を編制するが、平時は一部の部隊の
みを自衛官によつて高充足し、即応態勢とし、他の部隊は基幹要員のみを自衛官定員
によつて充足し、一定の作戦準備期間に緊急募集及び予備自衛官の編入」、「緊急取得
等によつて完成する体制」であり、「近代戦の性格からして、防衛力としての役割りを
充分に果たし得ない危険があるが、完全即応体制と非即応体制との折衷案であり、前
者の非効率性と後者の危険度とを低め、説得力の高いものとすることができるが、状
況によつては、非即応体制に近いものとなるおそれがある」。
以上の 3体制を提示したわけだが、宝珠山は準即応体制が最も望ましいと考えてい

た。その理由として、陸上自衛隊の実体は人員と装備の充足率が低いため、即応体制
とはいえない点、陸上自衛隊が全力を挙げて対処するような事態の場合は事前にその
兆候をつかみ得る点、若年労働力不足から人員確保が難しい点を挙げた （13）。従来、陸
幕を中心として防衛庁・自衛隊が追求していた体制は、所要防衛力の考えに基づく完
全即応体制であった。一方、宝珠山によると、準即応体制と非即応体制は、「基盤的防
衛力」という言葉は用いていないが、それと類似した考え方である （14）。そのため、「準
即応体制」構想を選択するという意味は、所要防衛力構想からの転換と同時に、基盤
的防衛力構想の採用ともいえよう。
実際、「準即応体制」構想と基盤的防衛力構想を検証すると、対処事態、平時に保有

すべき防衛力の在り方、エキスパンド論という点で共通性がみられる。「準即応体制」
構想では、①「小規模の奇襲及び間接侵略に対しては〔中略〕即時有効に対応するこ
とができる態勢を常時保持する」、②「1方面に対する中規模の着上陸侵攻に対しては、
予備自衛官の招集その他の国家諸施策と相まつて、前号〔①のこと〕の態勢を維持し
つつ〔中略〕迅速な集中反撃を行ない、これを撃破することができる防衛態勢を数か
月の作戦準備期間内に完成することができる体制を常時保持する」、③「1方面に対す
る大規模の着上陸侵攻に対しては、予備自衛官の招集その他の国家諸施策と相まつて、
第 1号〔①のこと〕の態勢を維持しつつ〔中略〕迅速な集中反撃によりこれを撃破す
ることにつとめ、やむを得ない場合においても要域を確保し、少なくとも数か月間持
久することができる防衛態勢を数か月の作戦準備期間内に完成することができる体制
を常時保持する」とした。
第 3次防衛力整備計画（以下、3次防）において「わが国が整備すべき防衛力は、通

常兵器による局地戦以下の侵略事態に対し、最も有効に対応しうる効率的なものを目
標とする」と示されているように、従来の所要防衛力構想に基づく防衛力整備計画で
は対処事態を画一的に捉え、「通常兵器による局地戦以下」に対して常に備えておく防
衛力が目標されていた。その点、「準即応体制」構想では対処事態を 3つに分け、①の
「小規模の奇襲及び間接侵略」へは常時備える防衛力を整備する一方、②と③の着上陸
侵攻に関しては「数か月の作戦準備期間」を設けることにより、平時から高い防衛力
を維持する必要性を否定した。
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同様に 51大綱では、対処事態の想定とそれに対処する防衛力を「局地戦以下の侵略
事態」に対する防衛力と限定していない。前述した通り、51大綱本文では、間接侵略
等の比較的小規模な事態に対しては即応対処すること、直接侵略事態の場合には極力
早期に排除することとある。そして、限定的小規模侵略以上の事態に対しては、あら
かじめ新たな防衛力の態勢に円滑に移行出来るように種々の配意を行うと説明されて
いる （15）。すなわち、「通常兵器による局地戦以下」と対処事態を想定した上で、それ
に対応する防衛力を整備目標とするのではなく、「準即応体制」構想と同じように 51

大綱では、対処事態を 2つに分け、大規模な侵略に対しては防衛力をエキスパンドす
るとし、そのような侵略に対する防衛力を常に維持する必要性を否定する。その一方、
間接侵略等の事態に対しては、即時対応可能となる防衛力を常時保有するとしたので
ある。
「準即応体制」構想は、次の点で基盤的防衛力の考え方と類似していた。それは、本
稿の冒頭で挙げた特徴である対処事態、平時に保有すべき防衛力の引き下げ、エキス
パンド論、そして目標達成が困難であるという問題意識とその解決手法である。
結果的に、陸上自衛隊の在り方を巡る「準即応体制」構想は、4次防において実現
しなかった。4次防策定に関する中間報告が行なわれる数日前の 12月 6日、宝珠山ら
は防衛局長である宍戸基男へ同構想を説明するが、宍戸は「要員確保は人事諸施策の
充実による。18万人体制は勝負済み、一事不再議だ。有事には陸海空とも当然急速拡
大しなければならない。日本の経済力をもってすれば容易にやれる」と現状維持の方
針を述べ、否決した （16）。
「準即応体制」構想は政策化されなかったわけだが、従来の防衛力整備計画が抱えて
いた問題、すなわち期待する防衛力の水準に達する見込みがないという点は依然とし
て未解決であり、再考を求める意見は庁内で残り続けた。その 1つが、次に考察する
1971年 1月の西廣による講演である。

3.　「防衛力整備計画作成の経緯と問題点」

先に言及したが、西廣はのちの 51大綱策定時のまとめ役となる人物である。その彼
は、防衛課先任部員だった 1971年 1月 11日、防衛研修所において「防衛力整備計画
作成の経緯と問題点」に関する講演をする （17）。以下では、同講演及びそれに伴う質疑
応答に基づき、基盤的防衛力構想との類似性について明らかにするわけだが、結論を
先に述べると、冒頭で述べた 4点の特徴、問題意識とその解決方法、「防衛を考える会」
報告書の考え方が示されている。そのため、西廣による講演は、上記の「準即応体制」
構想よりも基盤的防衛力の考え方と共通点が多いといえる。
まず、西廣が防衛力整備計画の再考を提唱した理由について取り上げる。彼は、こ

の講演の冒頭で防衛力整備計画作成上の問題点として、㋐防衛が対外政策いわゆる外
交の一環であるという認識が徹底していない、㋑防衛構想が狭い意味の軍事戦略にと
どまっている、㋒日米安保体制下における日米の任務区分が不明確、㋓所要防衛力が
不明瞭の 4つを挙げた上で、期待する所要防衛力の水準に達する見込みが薄いという
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点を問題視する。西廣は、この点に関して「各幕の要求したものと、今後財政当局な
どのシビアーな判断が加わつたものでは、やはりそこに差があるだろう。その差は理
論的にうまらないものか」「作戦準備期間の問題とか、継続期間のとり方とか、いろい
ろな問題でうまるのであれば、理論的には成りたちうるはずだ」と述べた。各幕が期
待する防衛力の水準と実際に整備されてきた防衛力の水準の間には、現実的問題とし
て埋めがたいギャップがあり、その差を作戦準備期間や継続期間等の設定次第で理論
的に解決可能と西廣は考えたわけである。この問題意識と解決手法は、前述した「準
即応体制」構想や基盤的防衛力構想と同じであった。
次に、情勢判断であるが、西廣は、1970年代は全面戦に限らず、それに発展する可
能性のある大規模紛争も非常に強く抑制、あるいは回避されるだろうとする。その理
由として、彼は第 1にあからさまな侵略行為を認めない国際世論、第 2に核の相互抑
止力の存在という 2点を挙げ、全面戦や大規模紛争を日本の対処事態から除外する。
本稿の冒頭で言及した 51大綱の情勢認識も、西廣が示した見解と同様に、東西間の
全面戦争及びそれを誘発する大規模戦争の可能性を低く見積もっている。そのため、
まず、この点で特徴の 1つが一致する。
その上で、西廣は、日本への侵略事態が、国際世論や核抑止力が有効ではない状況、

または日米安保条約に基づく米軍来援が困難な状況において発生すると考えた。した
がって、日本の防衛力整備が直接対象とする事態を、①日本を主な対象とする事態、
②日本自身を直接対象としない波及戦争等の事態という 2つに分類し、さらに①の事
態については、間接侵略事態と小規模武力事態という A分類、限定的な直接侵略事態
である B分類に分けた。
それでは、これら 3つの事態とは具体的にいかなるものであるのか。次に、日本の
防衛力の在り方に焦点を当て、①直接対象事態の A分類と B分類、②波及戦争等の事
態の順で説明し、分析する。
まず、A分類であるが、この事態とは、間接侵略を促進させるための武力行使であ

り、具体的には軍事力による示威や恐喝、心理的効果を狙ったデモンストレーション、
海賊行為等による海上交通の破壊やゲリラ・コマンド攻撃という非公然な武力行使が
挙げられる。これに対応する機能には、国内治安警備、沿岸警戒機能、領空侵犯対処、
海上交通への非公然破壊対処があり、これらは「いわゆる常時不断の警戒態勢を要す
る」防衛力だとした。
一方、B分類の事態とは、A分類の事態がエスカレートした場合、諸事情により米

国の支援が遅延する場合、この 2つが複合した場合に発生する可能性がある大規模な
武力紛争を指す。このような事態では、最終的に米軍が来援することが期待されるた
め、それまでの間に、侵略をしてくる相手国に対して少なくとも短期間で既成事実を
作らせないだけの防衛力を持つということが日本として重要となる。

B分類における防衛力は、そのような事態の発生には前提条件が必要であり、日本
側としては相当の準備期間を持ちうるため、常備しておく必要がない。このような認
識に立った上で、具体的な対処機能として、防空、海上撃破、陸上防衛、海上交通保
護を挙げた。西廣によれば、問題はこのような兵力算定よりも準備期間の設定であり、
新しい防衛力へ拡大（エキスパンド）して準備を開始する決定は政治の役割だとした。
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先述した通り、従来の防衛力整備計画では対処事態を「通常兵器による局地戦以下」
と想定していたが、西廣は A分類と B分類を分け、対処する事態の見直しを唱えたわ
けである。この点は、51大綱と同じである。
また、A分類と B分類を防衛力整備の観点から整理すると、彼は A分類では突発的

事態が中心となるため常に対応出来る防衛力、B分類においては事態発生までに準備
期間があるため常備する必要性が低い防衛力をそれぞれ整備するとし、後者の場合は
政治の判断によって防衛力をエキスパンドするとした。このような考え方は、「準即応
体制」構想と同様に、平時に保有すべき防衛力の目標を引き下げ、エキスパンド論を
採用しており、防衛力を拡大する際の政治判断にも言及しているため、基盤的防衛力
構想と類似しているといえよう。
次に、②波及戦争であるが、西廣は西側陣営のせき止め戦略の一環としての考え方、

あるいは日本周辺地域における紛争の日本への波及を考慮しなければならないとする。
この場合、在日米軍基地の存在によって周辺国の紛争に日本が巻き込まれるという議
論があるが、「わが方から“ギブ”できるものは基地提供が主なものとなつているので、
これがあるための危険は当然覚悟しなければならないと」した。それに加えて、日本
の海上防衛力、特に対潜水艦戦闘（ASW：Anti-submarine Warfare、以下 ASW）能力
を「戦略的な意味で、自由陣営全般の安全保障に貢献しうる数少ない機能の一つ」と
し、この機能による西側陣営全体の制海権への貢献という視点が必要だと論じた。
換言すると、朝鮮半島有事や台湾有事等を指すであろう波及紛争の防止において、

西廣は日本として貢献出来る、あるいは現に行なっている分野があると考えたわけで
あり、それが米軍への基地提供と ASW能力の 2つであった。基地を米国へ「ギブ」す
るという彼の論理は、日米安全保障条約の中核を「物〔基地〕と人〔米軍〕の協力」
と捉える考え方と同様だといえる （18）。そのため、基地提供に関しては、特に西廣の独
自性はないとも指摘出来るが、在日米軍基地の存在に伴う「危険は当然覚悟しなけれ
ばならない」と語っている点は、日本における米軍基地の必要性を強く認識させる発
言だといえよう （19）。
日米安保体制の下、基地提供は長年行われてきた施策であるが、ASW能力について
は必ずしもそうではなかった。それならば、西廣はなぜ ASW能力という新しい役割を
持ち出し、西側陣営の戦略、具体的には米国へ「ギブ」しなければならないと考えた
のだろうか。従来通りの基地による「ギブ」だけでは不都合が生じるのだろうか。
結論から先に述べると、それは西廣ら防衛当局者が「見捨てられる不安」を抱いた

ためだと考えられる。なぜなら、第 1に、有事の際の米軍来援に関しては日米間で詳
細に決められていなかったためである。1960年に改定された日米安保条約第 5条には
米国による日本防衛義務が明記されている一方、日本有事における共同統合作戦計画
（CJOEP：Coordinated Joint Operation Emergency Plan）は政府承認を経ていない等、
実際の米軍来援に関しては不確かな部分が多く、日本側が一方的に来援を期待してい
る状況であった （20）。第 2に、1960年代末頃から表面化した対外政策における米国の
消極的姿勢、さらに日本の経済大国化がある。西廣は「今まで〔日本が〕ひ弱かった
ので〔米国は〕積極的にかまつてくれたのが、こちらからもある程度の“ギブ”する
ものを提供しなければ、非常にむずかしい点が出てくるのではないかと思う。その点、
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70年代における日米間の連帯をどう確保していくかということが非常に大切だ」と述
べている。つまり、彼は在日基地のみならず、ASW能力においても「ギブ」が必要と
考えたわけである （21）。
西廣がこれほどまでに米国への貢献を重視していた理由は、日本の防衛力に対する

彼の考え方と深く関係している。次に、これまでの A分類や B分類の議論を踏まえた
上で、西廣の防衛力の認識について論じる。
彼は、日本の防衛力は「攻めてきた場合に外交やアメリカの力が動き出すまでつな

ぐ力であると考えざるを」得ず、「相手方にとつて致命的となる力ではない。そういう
意味で、戦争に勝つことはできない力」とし、抑止力あるいは戦争を終結させる力は
「外交ないし日米安保条約に基づくアメリカの軍事力によらざるをえない」とこの講演
にて語った。別言すると、日本の防衛力は限定的役割しか果たせず、抑止力や戦争に
勝つ力はないというわけであり、そのため日本の防衛には米軍来援が必要不可欠な要
素となる （22）。西廣が米国への「ギブ」を重視していた理由は、このような思考による
ものであった。
抑止力になり得ない力、限定された防衛力という西廣の理解は、51大綱策定時に登

場した「阻止力」ないしは「拒否能力」という考え方に類似している。「阻止力」の概
念が表舞台に登場したのは、1975年の「防衛を考える会」の報告書にて高坂正堯が提
示した「防止力」からであり、それを侵略に対して対等に渡り合えるほど強くなくて
もよいという意味合いを強めるため、久保が「阻止力」と言い換えたという （23）。高坂
は同報告書にて「防止力」を「国土に対する外敵の容易な接近を許さない能力であり、
それは具体的には、①奇襲攻撃による既成事実を作らせないようにすること、及び、
②相手が相当大規模な兵力を動員しない限り、当方の防衛努力を制圧できないように
することであり、したがって、いかなる攻撃をも阻止できるという大きなものである
必要はない」と論じ、久保は「阻止力」について「容易に屈することなく、相手方を
して容易にその目的を達成させないことに役立つ防衛力という発想に立つべきことに
なろう。つまり〔中略〕相手方にできるだけ多くの犠牲を強い、その作戦を遅滞させ、
逆にわが方の損害をできるだけ少なくし、そして米軍の来援を効果的ならしめるよう
な防衛体制であることが望ましい。このような構想によって、一朝時ある場合、国際
世論を糾合し、有利な戦争収束が期待できよう」と説明している （24）。西廣、高坂、久
保の 3者の意見は、日本の防衛力が抑止力や戦争を終結させる力になり得ないという
点でほぼ一致していたといえよう。
西廣と「防衛を考える会」の報告書における考え方は、「阻止力」のみならず、防衛

力整備の在り方でも共通した。西廣は「金がないから止めた場合にそれだけのものが
リスクとして残つたということがはつきりしておればよいと思う。これを決めるのは
あくまでも政治」と語り、「防衛を考える会」報告書は「現実には、いろいろな条件を
考えた上で、わが国が平時に保持する防衛力の上限を見極め、それ以上の事態にどう
対処するかは、リスクとして政治の指導に委ねる」とした （25）。両者の意見は、財政面
等のいくつかの制約によって防衛力整備が進まない状況を踏まえ、未整備によって生
じる安全保障上のリスクを政治に委ねようとするものである。
以上の通り、1971年 1月の西廣の講演は、のちに政策化される基盤的防衛力構想と
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非常に類似点が多いものであった。彼は、情勢認識、対処事態、平時に保有すべき防
衛力の引き下げ、エキスパンド論とその際の政治判断という特徴、問題意識とその解
決方法、それらに加えて「阻止力」の考え方や安全保障上のリスクにおける政治の責
任にも言及していたのである。

4.　おわりに

「準即応体制」構想や西廣の考え方と異なり、1971年 4月に公表された 4度目の防
衛力整備計画案に当たる新防衛力整備計画原案や 1972年 2月に決定した 4次防大綱の
性格は、過去 3度の長期計画の延長となり、見直し論がそれらの整備計画に反映され
ることはなかった。
だが、本稿にて検証した構想は、のちに政策化される基盤的防衛力構想と多くの類

似点を持っていた。それは、第 1に情勢認識、第 2に対処事態、第 3に常に維持して
おくべき防衛力目標の引き下げ、第 4にエキスパンド論とその際の政治判断という 4

つの特徴の他、目標達成が困難であるという問題意識とその解決策、「防衛を考える会」
報告書で示された「阻止力」構想と防衛力整備における政治の責任である。
実際の 51大綱策定過程において、4次防策定時期の西廣や宝珠山らの考えがどの程
度影響したのか、あるいは影響しなかったのか等の点に関しては、今後の研究に譲る
こととする。しかし、西廣が防衛課長、宝珠山が防衛課先任部員として実務レベルで
の調整に当たったことを踏まえると、本稿で取り上げた考え方が基盤的防衛力構想に
反映した可能性がある （26）。また、既存研究において久保による基盤的防衛力構想の考
えが示されているとされてきた 1971年 2月の個人論文等と同時期、あるいは先行する
かたちで、西廣や宝珠山らという久保とは異なる人物から見解は示されていた （27）。こ
のような意味において、4次防策定時期における見直し論は、基盤的防衛力構想と密
接な関係にあると考えられ、注目に値する。
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